別記
第１号様式（第５条関係）
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                                        住　　　所
                                        名　　　称
                                        代表者氏名
令和　年度ぎふ地域ＤＸ推進補助金（法人等分）交付申請書
次のとおり標記補助金の交付を受けたいので、岐阜県補助金等交付規則第４条の規定により関係書類を添えて申請します。
記
１　事業名
２　補助金交付申請額
　（１）補助事業に要する経費　　金　　　　　　　　　円
　（２）補助対象経費　　金　　　　　　　　　円
　（３）補助金交付申請額    金　　　　　　　　　円
※金額は税抜きとすること。
３　添付書類
　　　事業実施計画書

第２号様式（第６条関係）
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                                        住　　　所
                                        名　　　称
                                        代表者氏名
令和　年度ぎふ地域ＤＸ推進補助金（法人等分）に係る事業経費配分変更承認申請書

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業の経費の配分を、下記のとおり変更したいので承認を申請します。
　記
１　変更する補助事業名
２　変更の理由
３　変更の内容
（１）事業の内容
	経費区分
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	
	
	


（２）経費の配分
（単位：円）

	経費区分
	補助事業に要する経費
（税抜）
	補助対象経費
（税抜）
	左の負担区分
	備 考

	
	
	
	自己負担額
	県補助金申請額
	

	
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	変更前
	変更後
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）補助事業の一部を新たに委託しようとすることに伴い経費の配分の変更を行うときは、３（１）事業の内容の表の変更後の欄に委託の内容及び委託先を記載すること。
第３号様式（第６条関係）
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                                        住　　　所
                                        名　　　称
                                        代表者氏名
令和　年度ぎふ地域ＤＸ推進補助金（法人等分）に係る事業内容変更承認申請書
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業の内容を、下記のとおり変更したいので承認を申請します。
記
１　変更する補助事業名
２　変更の理由
３　変更の内容
　　　別紙　事業実施計画書のとおり

第４号様式（第６条関係）
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                                        住　　　所
                                        名　　　称
                                        代表者氏名
令和　年度ぎふ地域ＤＸ推進補助金（法人等分）に係る事業廃止承認申請書
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業を下記のとおり廃止したいので承認を申請します。
記
１　廃止する補助事業名
２　廃止の理由
　　※　具体的に記入すること。
第５号様式（第８条関係）
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                                        住　　　所
                                        名　　　称
                                        代表者氏名

令和　年度ぎふ地域ＤＸ推進補助金（法人等分）に係る事業遂行報告書
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号により交付決定を受けた標記補助金に係る事業の遂行状況について、下記のとおり報告します。
記
	１　補助事業名
	

	２　着手年月日
	　　年　　月　　日

	３　交付決定額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	４　進捗状況
	（事業計画と比較して具体的に記入すること。）



	５　今後の見通し
	


６　経費の執行状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	経費区分
	内容
	補助事業に要する経費

（税抜）
	補助対象経費

（税抜）
	左の負担区分

	
	
	
	
	自己負担額
	補助金額

	
	
	予算額
	決算見込額
	予算額
	決算見込額
	予算額
	決算見込額
	予算額
	決算見込額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


 （注）１　「予算額」欄には、事業実施計画書に記入したもの（事業実施計画書を変更した場合は、承認を受けた変更後の計画に基づくもの）を記入すること。

２　「補助対象経費」欄には、補助事業に要する経費のうち補助金の交付の対象となるものについて、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。

３　予算額と決算見込額が著しく相違するときは、その理由を別紙（任意様式）に記入し添付すること。
４　経費については、円単位まで記入すること。ただし、補助金額は、千円未満を切り捨てた額を記入すること。
７　経費の支出状況
	経 費 区 分
	内　　容
	積　　　　　算
	金　額(円)

（税抜）
	見　積
年月日
	契　約
年月日
	入　手
年月日
	支　払
年月日

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	


（注）１　「内容」欄には、経費区分ごとに詳細な経費を記入すること。
     　２　「積算」欄には、経費ごとに名称、積算明細＠単価（税抜）×数量＝金額（税抜）、仕様、購入先等を記入すること。

     　３　「入手年月日」欄には、補助対象物件が納品された日を記入すること。

第６号様式（第９条関係）
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                                        住　　　所
                                        名　　　称
                                        代表者氏名

令和　年度ぎふ地域ＤＸ推進補助金（法人等分）に係る事業実績報告書
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号により交付決定を受けた標記補助金に係る事業を　　　年　　月　　日付けで完了しましたので、岐阜県補助金等交付規則第１３条の規定により次の書類を添えて報告します。
記

１　補助事業名
２　補助事業に要した経費及び補助金の額
　（１）補助事業に要した経費　　金　　　　　　　　　　円
　（２）補助対象経費　　金　　　　　　　　　　円
　（３）補助金の額　　金　　　　　　　　　　円

３　事業実績報告書
　　　別紙１のとおり
４　決算総表（支出決算書）
　　　別紙２のとおり
５　支出明細報告書
　　　別紙３のとおり

別紙１　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     

事業実績報告書
１　補助事業名

２　申請者の概要

○申請者の名称

○代表者の役職・氏名

○本社所在地

【担当者の連絡先】

　○担当者の役職・氏名

　○住　所　　〒

○電話番号（連絡先）

○ＦＡＸ番号

○emailアドレス

３　事業の内容（別紙にまとめることも可）

○事業の実施期間

　　　開始日　　　　　　年　　月　　日

　　　完了日　　　　　　年　　月　　日

　○実施した事業の内容及び得られた成果

　　※申請時の事業計画書の「事業内容」に対応させて、経過、実施結果、事業の実施による成果等を具体的に記入すること。
　○専門家指導の名称及び内容について
　　※専門家依頼経費がある場合のみ記入すること。
	コンサルティング会社
又は専門家
（所属先名称及び役職・氏名）
	

	契約金額
	１日当たりの単価　　　　　　　　　　　円（税抜）
　　　　　　単価　　　　　　　　　　　円（税込）
　　　　　　総額　　　　　　　　　　　円（税込）

	指導の概要
	※記入できなければ別紙に


	専門分野
	

	専門家の経歴
	


　○整備した機械、装置、設備等（ハード面）
	名　称
	活用方法

	
	


○整備したアプリケーションソフトウェア等（ソフト面）
	名　称
	活用方法

	
	


　○今後の展開
　　※事業の成果を踏まえ、今後の展開（計画）等を具体的に記入すること

　○他の補助金等の交付実績（申請中の案件を含む）※過去２年分

　　※補助金の利用実績がある場合のみ記入すること。

	補助金の事業名
	

	補助金の事業主体
（関係省庁・独法等）
	

	補助額
	　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	テーマ名
	

	交付年月日
	


（注）
・実施した事業の内容及び得られた成果については、事業に係る資料や写真を貼付して詳しく記入すること。

・整備したハードやソフト（Webページ画面等）については、県の補助金等を受けて実施した旨の表示をすること。
別紙２ 

決算総表（支出決算書）
（単位：円）
	経費区分
	内容
	補助事業に要する経費

（税抜）
	補助対象経費

（税抜）
	左の負担区分

	
	
	
	
	自己負担額
	補助金額

	
	
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額
	予算額
	決算額

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）
１　「予算額」欄には、申請書の事業実施計画書の内容に記入したもの（事業実施計画書を変更した場合は、承認を受けた変更後の計画に基づくもの）を記入すること。
２　「補助対象経費」欄には、補助事業に要する経費のうち補助金の交付の対象となるものについて、消費税額及び地方消費税額を控除した金額を記入すること。
３　予算額と決算額が著しく相違するときは、その理由を別紙（任意様式）に記入し添付すること。
４　経費については、円単位まで記入すること。ただし、補助金額は、千円未満を切り捨てた額を記入すること。
別紙３
支出明細報告書
	経 費 区 分
	内　　容
	積　　　　　算
	金　額(円)
（税抜）
	見　積
年月日
	契　約
年月日
	入　手
年月日
	支　払
年月日

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　計
	
	
	
	
	
	
	


　（注）１　「内容」欄には、経費区分ごとに詳細な経費を記入すること。
        ２　「積算」欄には、経費ごとに名称、積算明細＠単価（税抜）×数量＝金額（税抜）、仕様等を記入すること。また、併せて購入先、支払先等を記入すること。

        ３　「入手年月日」欄には、補助対象物件が納品された日を記入すること。 

第７号様式（第１１条関係）
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                                        住　　　所
                                        名　　　称
                                        代表者氏名
                                           事務担当者及び連絡先
令和　年度ぎふ地域ＤＸ推進補助金（法人等分）に係る交付請求書
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で交付決定を受けた標記補助金について、下記金額の交付を請求します。
記
１　交付請求する補助事業名
２　補助金請求額　　　　　金　　　　　　　　　　　円也
      内訳　交付決定額                            円
            確　定　額                            円

３　振込先
	eq \o\ad(金融機関名,　　　　　　　　　　)
	　　　　　　　　銀行（金庫）　　　　　支店

	口座名義（ふりがな）
	

	eq \o\ad(預金の種別,　　　　　　　　　　)
	          普通　　・　　当座

	eq \o\ad(口座番号,　　　　　　　　　　)

	


第８号様式（第１３条関係）
　　年　　月　　日
　岐阜県知事　様
                                        住　　　所
                                        名　　　称
                                        代表者氏名
令和　年度ぎふ地域ＤＸ推進補助金（法人等分）に係る事業実施後状況等報告書
（　　　年度補助事業）
　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号により交付決定を受けた標記補助金に係る事業に関し、　　　　年度の事業実施後の状況について、ぎふ地域ＤＸ推進補助金（法人等分）交付要綱第１３条の規定により下記のとおり報告します。
記
１　事業名
２　補助事業終了後の事業の実施状況
	本事業が解決に
資する県内市町村の地域課題
	

	計　　画
	

	実　　績
	


３　事業実施状況（記載可能な事業者のみ記載）
	事　業　者　全　体
	補助事業に関するもの

	本年度売上高
	千円
	本年度売上高
	千円

	本年度経常利益
	千円


（注）額の算出の根拠となる資料を添付すること。

